国立大学法人におけるメンタルヘルス不全防止施策 : 民間企業における成功事例を参考として by 後藤 和也







































































































































































































表 1　学外電話相談診療科別内訳（05 年 4 月～ 07 年 8 月）（飛田ら，2008）
平成17年度 平成18年度 平成19年度
内科 21 30 26
外科・整形外科 7 21 15
小児科 50 30 32
心療内科 150 205 171
精神科・メンタルヘルス 44 71 44



















































































































































































































　大学行政研究 2010 年 3 月
・ 厚生労働省委託、（一社）産業カウンセラー協会受託 HP「心の耳」
 http://kokoro.mhlw.go.jp/case/hukki/006.html





・ 永田頌史「労働者向け自殺予防教育プログラム、マニュアルの開発および EAP による介入的アプローチ
の効果評価」平成 16 年度厚生科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業）分担研究報告書、2004 年
・ 秦敬治「大学職員の人事評価再編プロセスに関する考察―A 大学新人事制度の事例を踏まえて―」九州大
学大学院教育学コース院生論文集、2004 年、Vol4




・ 岩田恭「大学職員における能力開発のための労働環境の KAIZEN に関する研究―組織人間工学的アプロー




・ 国立大学法人東北大学発行「環境・安全推進センターだより」2014 年 4 月
・ 片山陽枝、近森節子、石坂和幸、土家幸子「立命館大学における復職支援プログラムの構築―メンタルヘ
ルス不全を原因とする休職者のスムーズな職場復帰のために―」立命館大学大学行政研究・研修センター
大学行政研究 2010 年 3 月
・ 国立大学法人東北大学「人事改革」プロジェクトチーム「「人事改革」プロジェクト・チーム報告書」
2013 年 5 月
・ 秦敬治「大学職員の人事評価再編プロセスに関する考察―A 大学新人事制度の事例を踏まえて―」九州大
学大学院教育学コース院生論文集、2004 年、Vol4






2015 年 3 月






（１） 人事院　2013 年「平成 23 年度国家公務員長期病休者実態調査」pp.1-6
（２） 社会経済生産性本部メンタルヘルス研究所　2005 年「労働組合のメンタルヘルスの取り組み」に関す


















（10） 詳細は、国立大学法人法第 22 条並びに同法第 35 条を参照されたい。






（12） 朝日新聞「（社説）法人化 1 年 国立大の手足を縛るな」（朝刊・3 総合面、2005.5.14）p.3












（18） 国立大学法人東北大学発行「環境・安全推進センターだより」2014 年 4 月
（19） 片山陽枝、近森節子、石坂和幸、土家幸子「立命館大学における復職支援プログラムの構築―メンタル
ヘルス不全を原因とする休職者のスムーズな職場復帰のために―」立命館大学大学行政研究・研修セン







2013 年 5 月 pp.5-45
（25） 秦敬治「大学職員の人事評価再編プロセスに関する考察―A 大学新人事制度の事例を踏まえて―」九州
大学大学院教育学コース院生論文集、2004 年、Vol4.pp13




（27） 国立大学法人東北大学においては、人事改革 PT の提言を契機として、2014 年 4 月１日付けで、従来
の総務部人事課を人事企画部人事給与課と同人事企画課に改組し、後者に人事制度改革・人材育成等の
業務を専属所掌させることとしている。








2015 年 3 月
（30） 永田（2004）は、NS 社における EAP 導入前後 3 年間の費用分析を行った結果、休業日数の減少によ
る収益は 29,639,610 円となり、EAP との契約費やカウンセリング等受診による業務停止時間を含めた
合計損失費用は、23,018,709 円となり、便益－費用＝ 6,620,901 円となることを指摘した。このこと
から、EAP にかける費用よりは企業は大きな便益を得る可能性が示唆された。
 詳細は、永田頌史「労働者向け自殺予防教育プログラム、マニュアルの開発および EAP による介入的
アプローチの効果評価」平成 16 年度厚生科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業）分担研究報
告書、2004 年、pp.12-14
（31） 前掲書（30）において、永田は EAP 導入前後における自殺率の変化に関しても検討している。20-59 
歳全体もしくは雇用者全体の累積粗自殺率と、EAP を導入した３社の累積粗自殺率を、1991-2004 年
まで比較すると、20-59 歳全体と雇用者全体の累積粗自殺率は年々増加する一方、EAP を導入した 3 
社の累積粗自殺率は EAP 導入後低下した。
 1991-1998 年の累積粗自殺率と、対象企業が全て EAP を導入した 1999-2004 年の累積粗自殺率を比較
したところ、0.9（/ 万人）から＋ 0.6 上昇しているが、20-59 歳や雇用者全体の累積粗自殺率の変化を
みると、上昇の度合いは低かった。今回の調査結果から、EAP が職域における自殺予防に影響を与え
る可能性が示唆された。今後は、そのプロセスについて詳細に検討する必要があると思われた。
 詳細は、前掲書（30）pp.10-11
